
次の注意事項をよく読んでから、始めてください。

（注 意）

１ これは試験問題です。問題は、１ページから28ページまでの50問です。

２ 試験開始の合図と同時に、問題のページ数を確認してください。

もし落丁や乱丁があった場合は、ただちに試験監督員に申し出てください。

３ 答は、別の解答用紙に記入してください。

解答用紙に記入する際は、解答用紙の注意事項をよく読み、所定の要領で記

入してください。

４ 答は、各問題とも１つだけです。

２つ以上の解答をしたもの、判読が困難なものは、正解としません。

５ 問題中法令に関する部分は、平成26年４月１日現在施行中の規定に基づいて

出題されています。

問 題

平 成 26年 度

マ ン シ ョ ン 管 理 士 試 験



〔問 １〕 マンション（マンションの管理の適正化の推進に関する法律（以下「マン

ション管理適正化法」という。）第２条第１号イに規定するマンションをいう。以

下同じ。）の区分所有者の共有に属する次のア～エについて、規約でその持分を定

めることができるものは、建物の区分所有等に関する法律（以下「区分所有法」と

いう。）及び民法の規定によれば、いくつあるか。

ア 専有部分以外の建物の部分

イ 規約により共用部分とされた附属の建物

ウ 建物の所在する土地

エ 共用部分以外の附属施設

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

〔問 ２〕 Ａ所有の甲地に所在するマンションの専有部分をＡ及びＢが所有している

場合の敷地利用権に関する次の記述のうち、区分所有法、民法及び不動産登記法の

規定によれば、誤っているものはどれか。ただし、規約に別段の定めはないものと

する。

１ Ａが第三者Ｃのため甲地に賃借権を設定し、Ａ及びＢがＣから賃借権の譲渡

を受けその持分が各
１
２
である場合、Ａ及びＢのそれぞれの賃借権の準共有持

分が敷地利用権となる。

２ ＡがＢのため甲地に地上権を設定し、ＢがＡの専有部分所有のための甲地の

使用を認容する場合は、Ａの敷地利用権は、地上権者Ｂとの間の契約上の利用

権である。

３ ＡＢ間の使用貸借契約により、ＡがＢの専有部分所有のための甲地の使用を

認容する場合のＢの敷地利用権は、使用借権であるが、登記することにより敷

地権となる。

４ Ａが甲地をＡ及びＢの所有する各専有部分の底地ごとに区画して分筆し、Ｂ

の専有部分の底地部分に賃借権を設定し敷地利用権とした場合、Ｂは、専有部

分と敷地利用権とを分離して処分することができる。
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〔問 ３〕 管理組合法人に関する次の記述のうち、区分所有法の規定によれば、正し

いものはどれか。

１ 監事が欠けた場合において、事務が遅滞することにより損害を生ずるおそれ

があるときは、裁判所は、利害関係人又は検察官の請求により、仮監事を選任

しなければならない。

２ 管理組合法人と理事との利益が相反する事項については、裁判所によって特

別代表者が選任され、この者が管理組合法人を代表する。

３ 管理組合法人は、財産目録を作成しなければならないが、常にこれを主たる

事務所に備え置くことについては義務づけられていない。

４ 管理組合法人の解散事由は、建物の全部の滅失又は建物に専有部分がなくな

ることであり、集会の決議によることは含まれない。

〔問 ４〕 管理組合（区分所有法第３条の団体をいう。以下同じ。）の管理者の訴訟

の追行等に関する次の記述のうち、区分所有法及び民法の規定によれば、誤ってい

るものはどれか。ただし、規約に別段の定めはないものとする。

１ 規約により使用目的を庭として専用使用権を与えられた敷地を勝手に駐車場

に改造した区分所有者に対して、管理者が他の区分所有者の全員のために、原

状回復を求める訴訟を原告として提起するためには、集会の決議を経なければ

ならない。

２ 管理者が原告として滞納管理費等の支払を求める訴訟の係属中に、管理者自

身の区分所有権を第三者に譲渡し区分所有者でなくなった場合であっても、管

理者は、原告として当該訴訟を追行することができる。

３ 集会において、共用部分に係る大規模修繕工事の瑕疵について、管理者が施

工業者に瑕疵修補に代えて損害賠償請求を求める訴訟を提起することが決議さ

れた場合は、管理者は、区分所有者のために原告として当該訴訟を追行する。

４ 管理者が原告として訴訟を追行する場合、当該訴訟に要する費用又は要した

費用について、管理者は、各区分所有者に対して、前払い又は償還の請求をす

ることができるが、弁護士費用については、前払い又は償還の請求をすること

ができない。
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〔問 ５〕 次の各決議については、区分所有者及び議決権の各
３
４
以上の多数による

が、この区分所有者の定数について、規約でその過半数まで減ずることができるも

のは、区分所有法の規定によれば、次のうちどれか。

１ 区分所有者の共有に属する敷地又は共用部分以外の附属施設の変更について

の集会の決議

２ 規約の設定、変更又は廃止についての集会の決議

３ 管理組合法人となる旨の集会の決議

４ 訴えをもって、共同利益背反行為をした区分所有者の区分所有権及び敷地利

用権の競売を請求する旨の集会の決議

〔問 ６〕 集会に関する次の記述のうち、区分所有法及び民法の規定によれば、正し

いものはどれか。

１ 区分所有者は、規約の定めによらない限り、書面による議決権の行使に代え

て、電磁的方法によって議決権を行使することはできない。

２ 専有部分が数人の共有に属するときは、共有者は、議決権を行使すべき者一

人を定めなければならないが、共有者がそのための協議をしないとき、又は協

議が調わないときであっても、管理者が指定することはできない。

３ 集会においては、招集の通知によりあらかじめ通知した事項についてのみ決

議をすることができ、規約で別段の取扱いをすることはできない。

４ 管理者は、集会において、毎年１回一定の時期に、その事務に関する報告を

する必要があるとともに、個々の区分所有者の請求がある場合にも、これに応

じることができない正当な理由がない限り、報告をする必要がある。
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〔問 ７〕 甲マンションには、４つの専有部分があり、101号室と102号室はＡが、

201号室はＢが、202号室はＣがそれぞれ所有している。甲の敷地は、Ａ及びＢが

敷地利用権（ＡとＢの共有）を有しているが、Ｃは敷地利用権を有していない。こ

の場合に関する次の記述のうち、区分所有法及び民法の規定によれば、正しいもの

はどれか。ただし、甲については、不動産登記法の定めるところにより分離して処

分することができない専有部分及び敷地利用権であることが登記され、また、規約

に専有部分と敷地利用権とを分離して処分することができない旨が定められている

ものとする。

１ Ａ及びＢが、Ｃに対し、区分所有権を時価で売り渡すべきことを請求したと

きは、その意思表示によって、一方的に時価による売買契約成立の効果が生じ

る。

２ Ａの所有する101号室に係る敷地利用権と102号室に係る敷地利用権の割合

は、その割合が規約に定められているときはその割合によるが、規約に定めら

れていないときは等しい割合による。

３ Ａが、101号室と分離して、101号室に係る敷地利用権について第三者Ｄの

ために抵当権を設定した場合に、Ｄがその抵当権設定時にそれらの分離処分が

禁止されていることを知らないときは、Ａは、その無効をＤに主張することが

できない。

４ Ｂが死亡して相続人がないときは、Ｂの敷地利用権は、敷地の他の共有者で

あるＡに帰属する。
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〔問 ８〕 区分所有法第６条第１項の共同利益背反行為をした区分所有者又は区分所

有者以外の専有部分の占有者に対して、次のア～エの請求をする場合、集会の決議

に基づき、訴えをもってしなければならないものは、同法の規定によれば、いくつ

あるか。

ア 当該区分所有者の専有部分の相当の期間の使用の禁止の請求

イ 当該占有者の共同利益背反行為の結果の除去の請求

ウ 当該区分所有者の区分所有権及び敷地利用権の競売の請求

エ 当該占有者の占有する専有部分の使用又は収益を目的とする契約の解除及び

その専有部分の引渡しの請求

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

〔問 ９〕 上層階を住居部分、下層階を店舗部分とする複合用途型マンションの店舗

一部共用部分に関する次の記述のうち、区分所有法の規定によれば、誤っているも

のはどれか。

１ 店舗一部共用部分である外装がマンション全体の美観に影響を及ぼすような

場合におけるその全体の美観に影響を及ぼす外装の変更は、区分所有者全員の

集会の決議を得なければならない。

２ 店舗一部共用部分である店舗部分の１階出入り口の管理について、区分所有

者全員の規約で定められている場合、その改修は、店舗一部共用部分の区分所

有者の集会で決議することができない。

３ 店舗一部共用部分であるエスカレーターについて、区分所有者全員の規約に

定めがない場合、その取替えが区分所有者全員の利害に関係しないときは、店

舗一部共用部分の区分所有者の集会の決議で取替えを行うことができる。

４ 店舗一部共用部分である客用便所の管理について、区分所有者全員の規約で

定めをしようとする場合、住居一部共用部分の区分所有者の
１
４
を超える者が

反対したときは、することができない。
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〔問 10〕 下図の団地において、Ａ棟及びＢ棟並びに附属施設について、団地管理組

合（区分所有法第65条の団地建物所有者の団体をいう。以下同じ。）で管理する場

合の規約の設定に関する次の記述のうち、区分所有法の規定によれば、誤っている

ものはどれか。ただし、規約の設定は、一部の団地建物所有者の権利に特別の影響

を及ぼさないものとする。

１ 団地建物所有者全員が共有するごみ集積所については、団地管理組合の集会

において団地建物所有者及び議決権の各
３
４
以上の決議を得て規約を定めるこ

とができる。

２ Ａ棟及びＢ棟については、団地管理組合の集会における規約の設定の決議の

ほか、これに加えて、それぞれの棟の集会において区分所有者及び議決権の各
３
４
以上の決議を得て規約を定めることができる。

３ Ａ棟及びＢ棟の区分所有者が共有する駐車場については、団地管理組合の集

会における規約の設定の決議のほか、これに加えて、当該駐車場の共有者及び

その持分の過半数の同意を得て規約を定めることができる。

４ 戸建て住宅所有者のみが共有する駐車場については、団地管理組合で規約を

定めることができない。

― 6 ―

駐車場

Ａ棟及びＢ棟の区分所有者の共有

Ｂ棟

専有部分のある建物

ごみ集積所

団地建物所有

者全員の共有

駐車場（戸建て住宅所有者のみの共有)

Ａ棟

専有部分のある建物

戸建て住宅

（複数戸）

（団地）



〔問 11〕 大規模な火災、震災その他の災害で政令で定めるものにより、その全部が

滅失したマンションの敷地の売却、その一部が滅失（区分所有法第61条第１項本

文に規定する場合（小規模滅失）を除く。）したマンションの建物及びその敷地の

売却並びに当該マンションの建物の取壊し等の決議に関する次の記述のうち、被災

区分所有建物の再建等に関する特別措置法の規定によれば、誤っているものはどれ

か。

１ マンションの建物の全部が滅失した場合における「敷地売却決議」は、敷地

共有者等集会において、敷地共有者等の議決権の
４
５

以上の多数でしなけれ

ばならない。

２ マンションの建物の一部が滅失した場合における「建物敷地売却決議」は、

区分所有者集会において、区分所有者、議決権及び敷地利用権の持分の価格の

各
４
５
以上の多数でしなければならない。

３ マンションの建物の一部が滅失した場合における「建物取壊し敷地売却決

議」は、区分所有者集会において、区分所有者、議決権及び敷地利用権の持分

の価格の各
４
５
以上の多数でしなければならない。

４ マンションの建物の一部が滅失した場合における建物の「取壊し決議」は、

区分所有者集会において、区分所有者、議決権及び敷地利用権の持分の価格の

各
４
５
以上の多数でしなければならない。

〔問 12〕 Ａは、その所有する甲マンション１階の店舗部分（101号室）を、平成20

年４月１日にＢに対し、期間を10年、賃料を月額50万円として賃貸し、引き渡し

たところ、Ｂは、平成25年４月１日にＡに対し、賃料を月額40万円に減額するよ

う請求した。この場合における次の記述のうち、借地借家法の規定及び判例によれ

ば、誤っているものはどれか。

１ ＡとＢとの賃貸借契約において、賃貸期間中は賃料を減額しない旨の定めが

ある場合も、Ｂは賃料減額を請求することができる。

２ Ｂは、平成25年４月１日より前の賃料減額を請求することができない。

３ Ｂの減額請求につき、ＡとＢとの協議が調わないときには、Ａは、減額を正

当とする裁判が確定するまでは、Ｂに対し、相当と認める額の賃料の支払を請

求することができる。

４ Ｂの減額請求につき、月額45万に減額するのが正当である旨の裁判が確定

した場合、賃料は裁判確定時から月額45万円となる。
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〔問 13〕 高齢のＡは、甲マンションの201号室を所有していたところ、アルツハイ

マー症状が見られるようになり、Ｂから「このマンションは地震による倒壊の恐れ

があり、せいぜい200万円の価値しかない」と言われて、代金200万円でＢに対し

売却してしまったが、その201号室の売却当時の時価は約2,000万円であった。こ

の場合に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。

１ ＡＢ間の売買契約の後に、Ａの子がＡについて家庭裁判所に後見開始の審判

の申立てを行い、Ａが成年被後見人となったことにより、ＡＢ間の売買契約は、

その締結時に遡及して無効となる。

２ Ｂが201号室の所有権移転登記をした後に、ＡＢ間の売買契約の経緯を知ら

ないＣが、Ｂの登記を信じて転売を受けた場合でも、Ａが売買契約締結当時、

Ａに意思能力がなかったことが証明されたときは、Ａは売買契約の無効を理由

として、Ｃに対して同室の返還請求をすることができる。

３ Ａは、Ｂの行為は暴利行為であり、公序良俗違反であるとして、売買契約の

無効を主張することができるが、その権利行使は、Ａがその売買による損害を

知ってから３年以内にしなければならない。

４ Ａが売買契約後に死亡した場合、Ａの相続人は、Ｂに対して損害賠償請求を

することはできるが、契約の無効の主張又は取消しの意思表示をすることはで

きなくなる。

〔問 14〕 甲マンションの附属施設である立体駐車場において、Ａ運転の自動車が、

Ａの運転操作ミスによって駐車場設備を破損したため、甲マンションの管理者Ｂは

駐車場設備の修理費につき損害賠償請求をしようとしている。この場合における次

の記述のうち、民法及び区分所有法の規定並びに判例によれば、正しいものはどれか。

１ 事故時にＡが18歳の高校生であり、友人の自動車で無免許運転をしていた

場合、Ｂは、Ａの両親であるＣ及びＤに損害賠償請求をすることができるが、

Ａに損害賠償請求をすることはできない。

２ 事故時にＡが勤務先であるＥ社所有の自動車を私用で運転していた場合、Ｂ

は、Ａに損害賠償請求をすることができるが、Ｅ社に損害賠償請求をすること

はできない。

３ ＢがＡに対して損害賠償請求をするに当たり、訴訟の追行を弁護士に委任し

た場合には、相当な修理費に加え、相当な弁護士費用を併せて請求することが

できる。

４ ＢがＡに対して相当な修理費について損害賠償請求をする場合、当該債務は

損害賠償を請求した時から履行遅滞になり、これに対する損害賠償を請求した

日の翌日から年５分の割合による遅延損害金を併せて請求することができる。
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〔問 15〕 Ａの所有する甲マンションの301号室をＡから賃借して居住しているＢは、

Ａの承諾を得て、301号室の賃借権をＣに譲渡し、301号室をＣに引き渡した。こ

の場合に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。

１ 賃借権の譲渡前にＢがＡに対して賃料１ヵ月分を支払っていなかった場合に

おいて、賃借権の譲渡をＡが承諾する際に、この未払の賃料をＣにも負担させ

ることをＡＢ間で合意したとしても、Ａは、Ｃに対し、その支払を請求するこ

とはできない。

２ 賃借権の譲渡後、台風による暴風雨の影響で301号室の窓が破損した場合に

は、Ｃは、その修繕の請求をＢに対してしなければならず、Ａに対してするこ

とはできない。

３ 賃借権の譲渡後に発生する賃料について、Ａは、Ｃに対して支払を請求する

ことができるだけでなく、Ｃが無資力であるために支払えない場合には、Ｂに

対しても支払を請求することができる。

４ ＢＣ間の賃借権譲渡契約において、Ｃが賃借権の譲渡の対価をＢに支払うこ

とが合意されていたにもかかわらず、Ｃがこれを支払わない場合には、Ｂは、

Ａの承諾を得ない限り、債務不履行を理由として賃借権譲渡契約を解除するこ

とができない。

〔問 16〕 甲マンションの201号室を所有するＡが、管理費60万円を滞納したまま

遺言をすることなく平成25年12月１日に死亡した場合に関する次の記述のうち、

民法の規定によれば、誤っているものはどれか。

１ Ａの死亡より前に配偶者が死亡し、Ａに実子Ｂ及び養子Ｃがある場合、Ｂ及

びＣがいずれも単純承認したときは、滞納管理費については、Ｂ及びＣが各

30万円を承継する。

２ Ａの死亡より前に配偶者が死亡し、Ａに実子Ｄ及び実子Ｅがある場合、Ｄが

単純承認し、Ｅが相続放棄したときは、Ｄが滞納管理費60万円全額を承継する。

３ Ａに配偶者Ｆ、実子Ｇ及び実子Ｈがあり、Ａの死亡より前にＧ及びＨが死亡

し、Ｇに実子Ｉがあり、Ｈに実子Ｊ及び実子Ｋがある場合、Ｆ、Ｉ、Ｊ及びＫ

がいずれも単純承認したときは、滞納管理費については、Ｆが30万円、Ｉ、

Ｊ及びＫが各10万円を承継する。

４ Ａに配偶者、子がなく、Ａの死亡より前に実父が死亡し、Ａに実母Ｌ及び兄

Ｍがある場合、Ｌが単純承認したときは、Ｌが滞納管理費60万円全額を承継

する。
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〔問 17〕 ＡがＢに中古住宅である甲マンションの101号室を売却した場合における

Ａの瑕疵担保責任に関する次の記述のうち、民法及び宅地建物取引業法の規定によ

れば、正しいものはどれか。

１ ＡとＢとの売買契約において、隠れた瑕疵につき瑕疵担保責任を負う期間を

引渡しの日から１年間とした場合、Ａが宅地建物取引業者であり、Ｂが宅地建

物取引業者でないときは、Ａは、引渡しの日から２年間は瑕疵担保責任を免れ

ない。

２ ＡとＢとの売買契約において、隠れた瑕疵につき瑕疵担保責任を負う期間を

引渡しの日から６ヵ月間とした場合、Ａが宅地建物取引業者でなく、Ｂが宅地

建物取引業者であるときは、Ａは、引渡しの日から６ヵ月を経過した時に瑕疵

担保責任を免れる。

３ ＡとＢとの売買契約において、住宅の構造耐力上主要な部分の隠れた瑕疵に

ついてのみ瑕疵担保責任を負うとした場合、Ａ及びＢが宅地建物取引業者であ

るときは、Ａは、住宅の構造耐力上主要な部分の隠れた瑕疵以外の瑕疵につい

ても瑕疵担保責任を免れない。

４ ＡとＢとの売買契約において、隠れた瑕疵につき解除及び損害賠償請求に加

え、あるいはこれに代えて瑕疵修補請求ができるものとした場合、Ａが宅地建

物取引業者であり、Ｂが宅地建物取引業者でないときは、Ｂは、瑕疵修補請求

をすることができない。

〔問 18〕 敷地権付き区分建物の登記に関する次の記述のうち、不動産登記法及び区

分所有法の規定によれば、正しいものはどれか。

１ 敷地権付き区分建物の登記記録の表題部の「敷地権の目的である土地の表

示」欄には、敷地権の目的である土地の地目、地積、敷地権の種類が登記される。

２ 敷地権は、区分建物と分離して処分することができない敷地利用権であって、

登記できる権利でなければならないが、現に登記されている必要はない。

３ 区分建物が属する一棟の建物の面積及び各専有部分の面積は、いずれの面積

も壁の内側線で囲まれた水平投影面積による。

４ 共用部分である旨の登記の申請が、当該区分建物の所有権の登記名義人から

なされ、登記官がその申請を受理し、それに基づきその旨の登記をするときは、

職権で、当該区分建物についてなされている権利に関する登記を抹消しなけれ

ばならない。
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〔問 19〕 マンション建替組合（この問いにおいて「建替組合」という。）が施行す

るマンション建替事業に関する次の記述のうち、マンションの建替えの円滑化等に

関する法律（この問いにおいて「マンション建替法」という。）の規定によれば、

正しいものはどれか。

１ 総会は、総組合員の
２
３
以上の出席がなければ議事を開くことができず、そ

の議事は、マンション建替法に特別の定めがある場合を除くほか、出席者の議

決権の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

２ 施行再建マンションの建築工事が完了したときは、遅滞なく、施行再建マン

ション及び施行再建マンションに関する権利について、当該施行再建マンショ

ンの区分所有権を与えられた者が必要な登記を申請しなければならない。

３ 建替組合は、その事業に要する経費に充てるため、賦課金として参加組合員

以外の組合員に対して金銭を賦課徴収することができる。

４ 建替組合は、権利変換計画を定めるときは、審査委員の
２
３
以上の同意を得

なければならない。

〔問 20〕 違反建築物等に対する措置に関する次の記述のうち、建築基準法の規定に

よれば、正しいものはどれか。

１ 特定行政庁は、建築基準法令の規定に違反することが明らかな建築工事中の

共同住宅について、緊急の必要がある場合においても、通知、意見の聴取等の

手続きをとらなければ、建築主、工事請負人又は工事現場管理者に対して工事

の施工の停止を命ずることができない。

２ 建築監視員は、建築基準法違反の共同住宅について、緊急の必要がある場合

でなければ、当該建築物の所有者等に対して、仮に、使用禁止又は使用制限の

命令をすることはできない。

３ 特定行政庁は、違反建築物ではない床面積の合計が100㎡を超える共同住宅

について、著しく保安上危険であると認める場合であっても、当該建築物の所

有者等に対して、勧告をした後でなければ、除却等の命令をすることはできない。

４ 特定行政庁がそのまま放置すれば著しく保安上危険となると認めた共同住宅

の所有者等に対して保安上必要な措置を命じた場合においては、その措置を命

ぜられた者がその措置を履行しないときであっても、行政代執行法の定めると

ころに従って特定行政庁が自ら当該所有者等のなすべき行為をすることはでき

ない。
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〔問 21〕 都市計画法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

１ 市街化調整区域については、現に市街地を形成している区域には、原則とし

て用途地域を定めなければならない。

２ 市街化区域は、すでに市街地を形成している区域であり、市街化調整区域は、

おおむね10年以内に計画的に市街化を図る予定の区域である。

３ 市街地開発事業は、市街化調整区域内において、一体的に開発し、又は整備

する必要がある土地の区域について定めることができる。

４ 準都市計画区域には、風致地区を定めることができる。

〔問 22〕 貯水槽水道に関する次の記述のうち、水道法の規定によれば、誤っている

ものはどれか。

１ 簡易専用水道の設置者は、給水栓における水質の検査として、給水栓におけ

る臭気、味、色、濁りに関する検査及び大腸菌に関する検査を受けなければな

らない。

２ 簡易専用水道の設置者は、水槽の掃除を、１年以内ごとに一回、定期に行う

とともに、水槽の点検等有害物、汚水等によって水が汚染されるのを防止する

ために必要な措置を講じなければならない。

３ 簡易専用水道に係る施設及びその管理の状態に関する検査では、水槽だけで

なく、その周辺の清潔の保持についても、検査の対象となっている。

４ 水道事業者から供給を受ける水のみを水源としている貯水槽水道の設置者は、

その水槽の有効容量の合計が10㎥以下でも、当該水道事業者の定める供給規

程に基づき、水槽の管理責任を負う。
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〔問 23〕 高さ31ⅿを超えるマンションにおける防炎対象物品の防炎性能に関する

次の記述のうち、消防法の規定によれば、正しいものはどれか。

１ ７階の住戸で使用される寝具は、政令で定める基準以上の防炎性能（以下、

単に「防炎性能」という。）を有するものでなければならない。

２ １階の住戸で使用されるカーテンであっても、防炎性能を有するものでなけ

ればならない。

３ 11階の住戸にスプリンクラー設備を設置した場合、当該設備の有効範囲内

の部分については、防炎性能を有しないカーテンであっても使用することがで

きる。

４ ５階の住戸で使用するために、防炎性能を有する既製品のじゅうたんを購入

した場合、関係者は、総務省令で定めるところにより、販売店の名称等を明ら

かにしておかなければならない。

〔問 24〕 マンションで行われる警備業務に関する次の記述のうち、警備業法の規定

によれば、正しいものはどれか。

１ マンションの警備業務の委託を受けた警備業者は、委託した者から犯罪に対

する警戒強化の強い要望があれば、その警備業務に従事する警備員に公安委員

会に届けていない護身用具を携帯させることができる。

２ マンションの施設管理業務及び警備業務の委託を受けるビルメンテナンス業

者が、その警備業務の全部を他の警備業者に再委託する場合、当該ビルメンテ

ナンス業者は、警備業の認定を受ける必要がない。

３ 警備業者は、マンションの警備業務を依頼した者から当該警備業務に従事す

る警備員に対して苦情があった場合と同様に、当該マンションの周辺住人から

の苦情に対しても、適切な解決に努める義務がある。

４ 警備業者は、マンションの警備業務を委託した者からの犯罪に対する警戒強

化の要望に対応するためであれば、そのマンションの警備業務に従事する警備

員の服装を警察官の制服とほぼ同じものにすることができる。
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〔問 25〕 規約の変更に関する次の記述のうち、区分所有法及び民法の規定並びにマ

ンション標準管理規約（単棟型）（以下「標準管理規約」という。）によれば、適切

なものはどれか。

１ ペットの飼育を容認する旨変更し、ペットの飼育をする区分所有者及び占有

者に対し、他の区分所有者又は占有者からの苦情の申し出があり、当該区分所

有者及び占有者が改善勧告に従わない場合には、理事会が飼育禁止を含む措置

をとることができる旨定めた。

２ 敷地の共有持分割合を、専有部分の床面積割合から各住戸毎に均等へと変更

した。

３ 理事長は、マンションの敷地及び共用部分である集会室を管理所有する旨変

更した。

４ 理事長は、集会に代えて、文書により毎年１回一定の時期にその事務に関す

る報告を行うことができる旨変更した。

〔問 26〕 マンションの敷地の一部を隣接する民間駐車場の所有者に売却することに

なった。この場合において、管理組合の理事長から相談を受けたマンション管理士

の次の発言のうち、区分所有法及び民法の規定並びに標準管理規約によれば、適切

でないものはどれか。ただし、マンションの敷地は一筆で登記されており、かつ、

区分所有者全員の共有に属するものとする。

１ 規約で専有部分と敷地利用権の分離処分が禁止されていますが、規約に別段

の定めをすれば分離処分は可能になります。

２ このマンションの敷地の一部を売却するには分筆登記が必要ですが、区分所

有者全員の同意がなければ分筆登記はできません。

３ 分筆登記をすることにより土地が分割され、売却予定の土地は建物が所在す

る土地以外の土地となりますので、建物の敷地ではなくなります。

４ 売却により敷地面積が変わることになれば、規約にある対象物件の敷地面積

の変更も必要になります。
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〔問 27〕 マンションにおける平面式駐車場の使用契約に関する次の記述のうち、標

準管理規約によれば、適切でないものはどれか。

１ 駐車場使用契約には、管理費、修繕積立金の滞納等の規約違反の場合は、次

回の選定時の参加資格をはく奪することができる旨の規定を設けることができ

る。

２ 管理組合と駐車場使用契約を締結している区分所有者が、その所有する専有

部分を第三者に貸与したときは、その区分所有者が契約している駐車場使用契

約は効力を失う。

３ 駐車場使用契約により駐車場を使用している区分所有者は、駐車場使用細則

等で定められている使用料を管理組合に納入しなければならず、管理組合は、

当該使用料を駐車場の管理に要する費用に充てるほか、修繕積立金として積み

立てる。

４ 駐車場の管理については、駐車場使用契約を締結し駐車場を使用する区分所

有者が、その責任と負担で行わなければならない。

〔問 28〕 組合員に対する管理組合の対応方法を検討する理事会での理事長の次の発

言のうち、標準管理規約によれば、適切なものはどれか。

１ 組合員Ａから、自宅の窓ガラスを二重サッシにするための改良工事を細則に

従いＡ自身で行いたい旨の申請がなされていますが、これは本年度に実施する

計画修繕で全戸一斉に行う予定となっておりますので、Ａの申請は認めないも

のとします。

２ 組合員Ｂから、専有部分の床フローリング工事を実施する予定であるとの相

談がありましたので、Ｂに対し、設計図、仕様書を添付した工事の申請書を提

出し、承認後には速やかに工程表を提出しなければならないことを伝えること

とします。

３ 組合員Ｃが、管理費を３ヵ月滞納しているので、理事長として管理組合を代

表し法的措置によりその回収を図ることとしますが、これには総会決議が必要

なので、次期通常総会での議案の一つといたします。

４ 組合員Ｄから、専有部分を第三者Ｅに賃貸する旨の相談がありましたので、

Ｄに対し、管理規約及び使用細則に定める事項をＥに遵守させる旨をＤが誓約

する書面を作成し、提出しなければならないことを伝えることとします。
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〔問 29〕 管理組合の理事長から、役員の取扱いに関する相談を受けたマンション管

理士が行った次の回答のうち、標準管理規約によれば、適切なものはどれか。

１ 管理組合と管理組合の理事長が代表者である会社との間で修繕工事請負契約

を締結する場合には管理組合の代表者は誰になるのかと問われたので、「監事

が管理組合を代表しますので、契約書には管理組合の代表者として監事の名を

記載してください。」と回答した。

２ 新たに会計担当理事を設置しようとする管理組合において、会計担当理事の

職務内容を問われたので、「会計担当理事は、管理費等の収納、保管、運用、

支出等の会計業務を行うとともに、毎会計年度の収支決算案を通常総会に報告

し、その承認を得なければなりません。」と回答した。

３ 任期途中で理事長が自宅を売却し転出した場合の対応について問われたので、

「区分所有者でなくなれば役員としての地位を失いますので、速やかに次の理

事長の選任を行う必要がありますが、次の理事長が選任されるまでの間は、前

任の理事長が引き続きその職務を行います。」と回答した。

４ 任期途中で理事が死亡した場合に、理事会の決議により残任期間を任期とす

る新しい理事を選任することができるかと問われたので、「規約で、役員が欠

けたときには理事会決議で補欠の役員を選任できると定めていれば可能です。」

と回答した。

〔問 30〕 管理組合の総会招集手続に関する次の記述のうち、区分所有法の規定並び

にマンション標準管理規約（単棟型）及びマンション標準管理規約（複合用途型）

によれば、適切なものはどれか。

１ 総会招集通知に、会議の目的を「管理組合を法人化する件」として組合員に

通知したが、議案の要領は通知しなかった。

２ 理事長は、緊急を要する場合だったので、理事会の承認を得た上で、総会招

集通知を開催日の４日前に組合員に通知した。

３ 店舗部分で賃借人が営業している場合において、店舗の業種制限に関する規

約の変更の総会招集通知を組合員に対し発送したが、その通知内容を所定の場

所に掲示しなかった。

４ 理事長は、新会計年度開始後３ヵ月してから通常総会を招集した。
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〔問 31〕 甲マンション（専有部分の総数は20戸、各専有部分の床面積は等しい。）

は、組合員Ａが４戸、組合員Ｂが３戸、組合員Ｃが２戸、その他に11人の組合員

が各１戸を所有している。この場合における管理組合の総会における決議に関する

次の記述のうち、標準管理規約によれば、適切なものはどれか。ただし、総会には

全組合員が出席しているものとし、各組合員の議決権は、共有持分の割合によるも

のとする。

１ 甲マンションの建替えは、Ｂ及びＣが反対しても、それ以外の組合員が賛成

であれば、実施することができる。

２ 計画修繕工事に関し、外壁補修工事、給水管更新工事及びエレベーター設備

更新工事は、Ａ、Ｂ及びＣが反対しても、それ以外の組合員が賛成であれば、

実施することができる。

３ バリアフリー化工事に関し、階段部分を改造しエレベーターを新たに設置す

る工事は、Ａ及びＣが反対しても、それ以外の組合員が賛成であれば、実施す

ることができる。

４ 窓枠、玄関扉の一斉交換工事は、Ａ、Ｂ、Ｃ及びその他の組合員のうち２人

の計５人が反対しても、それ以外の組合員が賛成であれば、実施することがで

きる。

〔問 32〕 理事長が保管する書類について閲覧等の請求があった場合の理事長の対応

に関する次の記述のうち、標準管理規約によれば、適切でないものはどれか。ただ

し、電磁的方法が利用可能ではない場合とする。

１ 組合員が、理事会の議事録について、書面による閲覧及び謄写の請求をして

きた場合には、閲覧のみを認め、謄写は拒むことができる。

２ 組合員から媒介の依頼を受けた宅地建物取引業者が、総会及び理事会の議事

録について、書面による閲覧請求をしてきた場合には、総会の議事録のみを認

め、理事会の議事録は拒むことができる。

３ 組合員が、会計帳簿及び什器備品台帳について、書面による閲覧請求をして

きた場合には、書面に閲覧理由が記載されていないときは、閲覧を拒むことが

できる。

４ 組合員から専有部分を賃借している者が、総会の議事録について、書面によ

る閲覧請求をしてきた場合には、閲覧につき、相当の日時及び場所を指定する

ことができる。
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〔問 33〕 甲マンション団地管理組合の理事長から、棟総会の開催等について相談を

受けたマンション管理士が行った次の回答のうち、区分所有法の規定及びマンショ

ン標準管理規約（団地型）によれば、適切でないものはどれか。ただし、電磁的方

法が利用可能ではない場合とする。

１ Ａ棟の区分所有者が、バルコニーに無断で温室を設置している場合に、区分

所有法第57条第２項の規定に基づき温室の撤去を求める法的措置を講じるに

は、Ａ棟で棟総会を開催し、訴えの提起と訴えを提起すべき者の選任を決議し

なければなりません。

２ 棟総会を開催した場合は、棟総会の議事録は理事長が保管し、その棟の区分

所有者や利害関係人からの閲覧請求に対応する必要があります。

３ 団地管理規約において、組合員の団地総会の招集請求に際し必要とされる組

合員の定数を
１
５
から

１
10
に減ずる規約の変更をする場合には、団地管理組合

の総会での決議の前に、各棟の棟総会で、それぞれ規約の変更の決議を得る必

要があります。

４ 棟総会は、理事長が招集することはできないので、その棟の区分所有者が当

該棟の区分所有者総数の
１
５
以上及び議決権総数の

１
５
以上に当たる区分所有

者の同意を得て招集します。
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〔問 34〕 下表は甲マンション管理組合の平成25年度（平成25年４月１日～平成

26年３月31日）決算の管理費会計の比 貸借対照表である。同決算における収支

報告書（管理費会計）に計上されている当期収支差額が210千円であった場合に、

空白となっているＡ～Ｃについて、適切な組合せは次のうちどれか。ただし、会計

処理は発生主義の原則によるものとし、資金の範囲は、現金預金、未収金、前払金、

未払金及び前受金とする。

１ Ａ 30 Ｂ 290 Ｃ 260

２ Ａ 110 Ｂ 210 Ｃ 260

３ Ａ 110 Ｂ 290 Ｃ 340

４ Ａ 30 Ｂ 210 Ｃ 340
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現金預金

未 収 金

項目

前 払 金

合 計

65

60

570

445

25年度

Ａ

30

Ｃ

200

24年度

前 受 金

正味財産

合 計

未 払 金

項目

40

500

570

30

25年度

20

Ｂ

Ｃ

30

24年度

甲マンション管理組合（管理費会計） （単位：千円）

比 貸借対照表



〔問 35〕 甲マンション管理組合は、平成26年４月１日にＡ保険会社との間で下記

の条件による保険契約を締結し、同日に５年分の保険料1,200,000円を一括して普

通預金から支払った。平成26年４月に甲が行う仕訳として適切なものは次のうち

どれか。ただし、会計処理は発生主義の原則によるものとし、会計年度は平成26

年４月１日から平成27年３月31日までとする。

＜保険契約条件＞

・積立部分と掛捨部分で構成される積立型保険

・保険期間は、平成26年４月１日から５年間

・保険料は、総額1,200,000円の初年度一括払い

・５年後の満期返戻金は、800,000円

・掛捨保険料総額は、400,000円（年80,000円）

(単位：円)

１ （借 方） （貸 方）

現 金 預 金 1,200,000 積 立 保 険 料 800,000

前 払 金 400,000

２ （借 方） （貸 方）

積 立 保 険 料 800,000 現 金 預 金 1,200,000

支 払 保 険 料 320,000

前 払 金 80,000

３ （借 方） （貸 方）

現 金 預 金 1,200,000 積 立 保 険 料 800,000

支 払 保 険 料 400,000

４ （借 方） （貸 方）

積 立 保 険 料 800,000 現 金 預 金 1,200,000

前 払 金 320,000

支 払 保 険 料 80,000
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〔問 36〕 マンションの建物の外壁の調査・診断に関する次の記述のうち、適切でな

いものはどれか。

１ 外壁タイルの浮きの簡易診断を行う場合には、テストハンマーで手の届く範

囲を打診して調査を行う。

２ 外壁塗装の白亜化（チョーキング）とは、塗装の表面が粉状になる現象であ

り、塗装面を手で触るとその粉が手に付着する。

３ 外壁タイル張りや外壁モルタル塗りで仕上げられた外壁の調査方法として、

打診や赤外線による非破壊試験と付着強度を試験する破壊試験がある。

４ コンクリートの中性化は、外壁のコンクリートの表面にフェノールフタレイ

ン溶液を噴霧して変色の程度によって評価する。

〔問 37〕 マンションの建物の外壁や防水層の劣化に関する次の記述のうち、適切な

ものはどれか。

１ コンクリート中の塩分量が多くても中性化が進んでいなければ、鉄筋の不動

態皮膜は破壊されず鉄筋が腐食することは少ないので、塩分量の調査を行う必

要はない。

２ コンクリートのひび割れの原因には、乾燥収縮、温度変化、水分の凍結融解

等がある。

３ アスファルト防水層の劣化が進むと、採取したサンプルの引張強度や伸びは

小さくなるとともに針入度は大きくなる。

４ サッシや手すり等に使用したアルミニウム合金が腐食すると、赤色又は茶褐

色の薄い斑点が面的に広がる。

― 21 ―



〔問 38〕 「長期修繕計画作成ガイドライン及び同コメント」（平成20年６月 国土

交通省公表）に関する次の記述のうち、適切でないものはどれか。

１ 修繕工事は、建物及び設備の性能・機能を新築時と同等水準に維持、回復さ

せる工事を指し、改修工事は、区分所有者の要望など必要に応じて、建物及び

設備の性能を向上させる工事を指す。

２ 長期修繕計画や修繕積立金の額の見直しを５年程度ごとに実施することを、

管理規約において定めることが望ましい。

３ 長期修繕計画の見直しに当たっては、修繕積立金の算定根拠をできるだけ現

状に応じたものとするために、修繕工事の項目や修繕周期だけでなく、修繕工

事に使用する材料単価や労務単価についても見直しを行うとよい。

４ 長期修繕計画の見直しやそのために行う事前の調査・診断に要する経費は、

見直しを計画的に実施するために管理費から充当することが望ましい。

〔問 39〕 「マンションの修繕積立金ガイドライン」（平成23年４月 国土交通省公

表。以下「ガイドライン」という。）に関する次の記述のうち、適切でないものは

どれか。

１ 一般的に建物の規模が大きくまとまった工事量になるほど、施工性が向上し、

修繕工事の単価が安くなる傾向にあり、また建物の形状等による影響もあるが、

専有面積当たりの修繕積立金の額の平均値は、20階以上のマンションが、15

階未満で建築延床面積5,000㎡未満のマンションより低額となっている。

２ ガイドラインは、主として新築マンションの購入予定者向けに、修繕積立金

に関する基本的な知識や修繕積立金の額の目安を示したものだが、長期修繕計

画や修繕積立金の見直しを検討している管理組合も参考にすることができる。

３ 修繕積立金の積立方法のうち段階増額積立方式は、将来的な負担増にも臨機

応変に対応することができるので、安定的な修繕積立金の積立てを確保する観

点から望ましい方式といえる。

４ 近年の新築マンションでは、手すり等にアルミ製やステンレス製のものが多

く使用されるようになってきており、金属部分の塗装に要する修繕費用は少な

くてすむ傾向にある。
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〔問 40〕 鉄筋コンクリート造マンションの構造に関する次の記述のうち、適切でな

いものはどれか。

１ 鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さは、建築基準法施行令によって定め

られており、直接土に接しない耐力壁、柱、梁は３cm以上である。

２ 柱には地震力を受けた場合にせん断力によるひび割れの拡がりを防ぐための

帯筋を配置するが、たれ壁と腰壁が上下についた短柱の場合はせん断破壊が生

じやすくなる。

３ 昭和56年５月以前の耐震基準（旧耐震基準）に基づいて建てられた中層の

壁式構造の建物は、一般に耐震性は低く、過去の大地震で大きな被害を受けた

ものが多い。

４ 耐力壁は、地震力等の水平力を負担するものであるから、平面上、立面上で

つり合いよく配置しないと、ねじれが生じやすくなる。

〔問 41〕 マンションの外壁の断熱性能等に関する次の記述のうち、適切でないもの

はどれか。

１ 外壁の室内側に生じる表面結露は、防湿層を設けることにより防ぐことがで

きる。

２ 断熱材の熱伝導率は、一般に水分を含むと大きくなる。

３ 外壁に使用する断熱材の厚さと熱伝導率が同じであれば、外断熱か内断熱か

にかかわらず、外壁の熱貫流率は等しくなる。

４ 壁面とこれに接している空気との間の熱伝達は、もっぱら対流及び放射に

よって生じる。
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〔問 42〕 「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に関する次の記述のうち、正し

いものはどれか。

１ 要安全確認計画記載建築物及び特定既存耐震不適格建築物以外の既存耐震不

適格建築物であるすべてのマンションの所有者は、当該既存耐震不適格建築物

について耐震診断を行い、必要に応じ、当該既存耐震不適格建築物について耐

震改修を行うよう努めなければならない。

２ マンションの耐震性の有無を外観から判断することは困難であることから、

耐震診断又は耐震改修により、耐震性を有していることが認められた場合は、

その旨を利用者の見やすい場所に表示しなければならない。

３ その敷地が都道府県又は市町村耐震改修促進計画において記載された道路に

接する既存耐震不適格建築物であるすべてのマンションの所有者は、当該既存

耐震不適格建築物について耐震診断を行い、その結果を耐震改修促進計画に記

載された期限までに所管行政庁に報告する必要がある。

４ 耐震改修の必要性に係る認定を受けたマンションにおいて、共用部分の形状

又は効用の著しい変更を伴う耐震改修を行う場合は、区分所有者の
２
３
以上の

多数による集会の決議が必要である。

〔問 43〕 マンションの給水設備に関する次の記述のうち、適切なものはどれか。

１ ウォーターハンマーとは、水栓や衛生器具の多数の弁を急に開いた時、瞬間

的に給水管内部に異常な衝撃圧力を生じて、騒音や打撃音、振動等を繰り返す

現象をいう。

２ 20階以上の超高層マンションでは、一般的に住戸内の給水管の給水圧力の

上限値を300～400kPaの範囲になるように、減圧弁を設置したり、一定階数

ごとに区分するゾーニングを行い、給水圧力を調整する。

３ 水道用架橋ポリエチレン管や水道用ポリブデン管は、耐衝撃性及び耐食性に

優れており、共用部分に設置する給水立て管に使用される。

４ ポンプ直送方式に用いる受水槽の底部に設置する水抜き管とその排水を受け

る排水管との間の排水口空間は、垂直距離で最小100mmを確保する。
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〔問 44〕 マンションの排水設備に関する次の記述のうち、適切でないものはどれか。

１ 排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管は、強
きょうじん

性、耐衝撃性及び耐食性に

優れており、配管の接続には排水鋼管用可
か
撓
とう
継手を用いる。

２ ディスポーザ排水処理システムにおいては、破砕された生ごみを含む排水を

処理槽で一定のBOD（生物化学的酸素要求量）濃度まで処理した後に、下水

道へ放流する。

３ 排水管にトラップを設置する目的は、封水によって排水管内の臭気や害虫が

排水管から器具を通して室内へ侵入することを防止することである。

４ マンションの排水方式の分流式とは、「汚水」と「雑排水」とが別々の排水

系統であることをいい、公共下水道の分流式とは、「汚水」と「雑排水及び雨

水」とが別々の下水系統であることをいう。

〔問 45〕 マンションの設備計画に関する次の記述のうち、適切なものはどれか。

１ 専有部分と共用部分の使用電力について、管理組合と電力会社が一括して高

圧電力の需給契約を締結する場合は、管理組合として、一般的に受変電設備を

用意する必要がない。

２ 延床面積が500㎡以上の屋内駐車場を建物の１階に設ける場合には、泡消火

設備等を設置しなければならない。

３ 高層マンションの排水方式として、排水時に上層階の排水管内に発生する正

圧を緩和するために通気立て管方式を用いる。

４ 飲料用受水槽の内部の保守点検が容易に行えるように、点検用マンホールが

取り付けられる受水槽の上面については60cm以上の距離を点検スペースとし

て確保する。
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〔問 46〕 マンションの管理の適正化に関する指針（平成13年国土交通省告示第

1288号）において定められている「二 マンションの管理の適正化の推進のため

に管理組合が留意すべき基本的事項 ５ 長期修繕計画の策定及び見直し等」に関

する次の記述のうち、適切でないものはどれか。

１ マンションの快適な居住環境を確保し、資産価値の維持・向上を図るために

は、適時適切な維持修繕を行うことが重要である。特に、経年による劣化に対

応するため、あらかじめ長期修繕計画を策定し、必要な修繕積立金を積み立て

ておくことが必要である。

２ 長期修繕計画の実効性を確保するためには、修繕内容、資金計画を適正かつ

明確に定め、それらをマンションの区分所有者等に十分周知させることが必要

である。

３ 建築後相当の年数を経たマンションにおいては、長期修繕計画の検討を行う

際には、必要に応じ、建替えについても視野に入れて検討することが望ましい。

４ 管理組合は、維持修繕を円滑かつ適切に実施するため、設計に関する図書等

を保管することが重要である。また、この図書等について、マンション建設業

者や宅地建物取引業者の求めに応じ、閲覧できるように配慮することが望ましい。

〔問 47〕 マンションに関する次の記述のうち、マンション管理適正化法の規定によ

れば、誤っているものはどれか。

１ 「マンション管理士」とは、マンション管理適正化法第30条第１項の登録

を受け、マンション管理士の名称を用いて、専門的知識をもって、管理組合の

運営その他マンションの管理に関し、管理組合の管理者等又はマンションの区

分所有者等の相談に応じ、助言、指導その他援助を行うことを業務とする者を

いう。

２ 「管理事務」とは、マンションの管理に関する基幹事務（管理組合の会計の

収入及び支出の調定及び出納並びにマンション（専有部分を除く。）の維持又

は修繕に関する企画又は実施の調整をいう。）の一部を含むものをいう。

３ 「マンション管理業」とは、管理組合から委託を受けて管理事務を行う行為

で業として行うもの（マンションの区分所有者等が当該マンションについて行

うものを除く。）をいう。

４ 「マンション管理業者」とは、マンション管理適正化法第44条の登録を受

けてマンション管理業を営む者をいう。
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〔問 48〕 マンション管理士の登録に関する次の記述のうち、マンション管理適正化

法の規定によれば、誤っているものはどれか。ただし、マンション管理士の登録に

必要な他の要件は満たしているものとする。

１ 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ない者は、マンション

管理士の登録を受けることができない。

２ マンション管理適正化法の規定に違反したとして罰金の刑に処せられた者は、

その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過した

とき、マンション管理士の登録を受けることができる。

３ マンション管理士は、氏名、住所、本籍（日本の国籍を有しない者にあって

は、その者の有する国籍）その他のマンション管理士登録簿の登載事項に変更

があったときは、遅滞なく、その旨を届け出なければならない。

４ 偽りその他不正の手段により、マンション管理士の登録を受けたとき、国土

交通大臣は、マンション管理士の登録を取り消さなければならない。

〔問 49〕 マンション管理業に関する次の記述のうち、マンション管理適正化法の規

定によれば、誤っているものはどれか。

１ 国土交通大臣は、マンション管理業の登録申請者が、500万円以上の基準資

産額を有しない者であるときは、その登録を拒否しなければならない。

２ マンション管理業者は、自己の名義をもって、他人にマンション管理業を営

ませてはならない。

３ マンション管理業の登録の有効期間の満了後引き続きマンション管理業を営

もうとする者は、登録の有効期間満了の日の90日前から30日前までの間に登

録申請書を提出しなければならない。

４ マンション管理業を廃止した場合においては、マンション管理業者であった

個人又はマンション管理業者であった法人を代表する役員は、その日から30

日以内に、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。
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〔問 50〕 マンション管理適正化法第103条第１項に規定する宅地建物取引業者が交

付しなければならないマンションの設計に関する図書（以下「設計図書」という。）

に関する次の記述のうち、同法の規定によれば、正しいものはどれか。

１ マンションの駐車場、公園、緑地及び広場に係る図書は、設計図書には含ま

れない。

２ マンションの日影図は、設計図書に含まれる。

３ 設計図書は、工事が完了した時点の建物及びその附属施設に係る図書である。

４ 自ら売主として新築マンションを分譲した宅地建物取引業者は、その分譲後

２年以内に当該マンションの管理組合の管理者等が選任されたときは、速やか

に、当該管理者等に対し、設計図書を交付しなければならない。
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